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1. はじめに

農業生産はその多くの部分で本質的な生産要素として土地を使用するとい

う意味において,地域に密着した産業である｡また当然大都市圏(1)以外の地

域にその多くが立地している｡というよりは,農業は地方圏(2)の重要な産業

であり,地域経済の下支え効果を持つ,と言われている｡

こうした下支え効果を計量的に確認するため,かつて筆者は農業生産 と地域

経済に関する分析を ｢昭和 55年地域産業連関表｣を用いて,全国を9地域に

分割して行った｡(吉田 〔1〕)その中で,農業生産の地域経済に占める割合は

国民経済の場合に比べて相対的に高い地域が多いことを明らかにした｡併せて

農業生産の振興は地方圏において地域経済の活性化に結びつく割合が大きいこ

とをも明らかにした｡

また,｢昭和 60年産業連関表｣を用いて農業生産の変動が他の産業へ与える

影響を分析した｡(吉田 〔2〕)その中で,農業生産資材産業を中心 とする直接

的関連産業へ与える影響 とともに,商業,金融 ･保険, といった間接的関連産

業へ与える影響が決して小さくないことを明らかにした｡
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その後,｢平成 2年産業連関表｣については,全国,地域表と並んで,すべ

ての都道府県について産業連関表が作成された｡(以下 ｢県｣,｢県表｣と略

す｡)すべての県表が揃ったことで,県を単位とする産業連関分析が可能にな

り,また結果の県間での比較が可能になった｡これを受けて筆者らは,県表の

精度の検証と作成上の問題点の指摘 (大平 ･吉田 ･中川 〔3〕),農林水産業と

食品工業の県経済に占める結果の比較分析 (吉田 ･中川 ･大平 〔4〕),公共投

資と県経済に関する分析 (中川 ･大平 ･吉田 〔5〕)などを行ってきた｡

しかしながら,以上の分析は全国表を対象としたものを除けば,いずれも地

域あるいは県単独の分析であった｡産業連関分析の手法としては,｢地域内｣

産業連関分析と呼ばれる手法である｡即ち,各地域がオープンシステムとして

とらえられており,経済波及効果は地域内への波及と,海外も含む地域外との

二つに分割される｡このうち地域外への波及効果は,一旦地域外へ出ると再び

当該地域へ戻ることはない｡しかし現実の経済では,例えばある地域において

公共投資を追加した場合,その需要の一定部分は他地域からの商品(3)の移入

によって賄われる｡したがって,結果として他地域の生産を誘発する｡誘発さ

れた他地域の生産は,原材料の投入を通じてさらに別の地域の生産を誘発し,

場合によってはもとの地域へ波及効果が返ってくる場合もある｡このように各

地域は決して経済的に独立したオープンシステムであることはなく,各地域が

商品の流れを通じて相互に連携したクローズドシステムとなっている(4)0

このような実態経済の状況を考えると,オープンシステムによる地域内モデ

ルによる分析では,経済波及効果の正確な把握 という点で限界がある｡実際各

地域を単独に扱った地域内表の経済波及効果を全国に積み上げても,全国を対

象とした解とは一致することはない｡地域間の波及効果分が脱落するからであ

る｡

したがって,こうした問題を回避するためには地域間の商品 (財貨 ･サービ

ス)の流れを考慮した,feedbackroopを持つ ｢地域間産業連関モデル｣に

よって分析が行われる必要がある｡幸いにして通商産業省が全国を9地域に分

割して作成している ｢地域産業連関表｣(以下 ｢地域表｣と略す)は,｢商品流
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通調査｣に基づく地域間の商品の移出入が記述されているので,地域間モデル

へ展開することは可能である｡対して県表では,各地方自治体が独自に作成し

ているという事情もあって,県間の移出入に関する情報は含まれていない｡し

かも大平 ･吉田 ･中川 〔3〕において指摘したように,県表の合計は全国表に

等しくなるという保証はない｡また各県の純移輸出 (移輸出一移輸入)を積み

上げた合計値は,全国の純輸出 (輸出一輸入)に比し大幅な轟離がある｡特に

現在作成されている県表では,移出入推計に関して信頼度が低いという問題点

がある｡(詳しくは,大平 ･吉田 ･中川 〔3〕参照)

しかしながら農業問題を地域表で分析する場合,後述するように地域表の地

域分割が,必ずしも農業統計などでなじみの地域分割と整合していないこと,

また分析結果により具体性を持たせるためにも,県別の結果は提示したいとい

うこともある｡

以上のような過去からの経緯と問題点を踏まえつつ,本稿では農業生産 と地

域経済に関する分析を,地域間産業連関モデルで行うとともに,その結果を県

別モデル (詳細は後述)へ展開する方法を提示する｡これにより,地域間の商

品の流れを考慮し,かつ農業の県経済における位置づけが明確な形で示された

産業連関モデルが完結する｡

しかし,農業生産の波及効果に関する分析は,使用するデータが平成2年 と

やや古いこともあり,参考程度に留めておく｡より本格的な分析は,次年度に

公表される予定の ｢平成 7年地域表｣まで待つこととしたい｡

注(1x2)大都市圏,地方圏という定義は唆昧であるが,本稿では ｢大都市圏｣と言った場

合,首那圏,近畿圏,中部圏といった人口と産業の集積した地域を指すことにするo

｢地方圏｣はその対置概念として用いる｡

(3) 国民経済計算および産業連関表では,｢商品｣とは ｢財貨｣と ｢サービス｣の総称

である｡財貨とは,食料品や製造業製品などであり,1次産業,2次産業で生産され

る製品であるO対してサービスとは,主として3次産業で生産される製品であるO農

産物や加工食品は財貨であるが,外食はサービスである｡一般的に言って財貨では取

引に伴い商業マージンと運賃が付随して発生するが,サービスに対しては発生しない｡
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(4)海外への波及効果が国内へ環流する場合もあるOそうした効果の把握には,国際産

業連関表による分析が必要である｡

2.分析モデルとデータ

(1) 地域間産業連関モデル

まず標準的な地域間産業連関分析の基本モデルを示そう｡需給均衡式は以下

の通りである｡

(1)x-(I-(I-A )TA)一l((I-A)TY+E)

記号の意味は以下の通りである｡

x :地域生産額ベクトル

y:地域内最終需要ベクトル

E:輸出ベクトル

A:地域間投入係数行列

r:地域間交易係数行列

A :輸入係数対角行列

∫:単位行列

(∋式は,通常の全国を対象としたモデルに比べ,地域間交易係数行列 Tが

投入係数行列Aに左から乗じられていることと,(地域内)最終需要ベクトル

yに左から乗じられている点が異なっている｡移出と輸出 (および移入 と輸

入)を区別しない地域内モデルでは,この地域間交易係数行列Tがなく,檎

入係数に移入分も加えて計算する｡したがって,地域間産業連関モデルを地域

内モデルと区別する最も本質的な部分は,この地域間交易係数行列 Tにある｡

また,地域間モデルでは,複数の地域を同時に扱うため,生産額ベクトル

x,地域内最終需要ベクトル Y,輸出ベクトルEおよび投入係数行列Aもそ

れぞれ地域別に定義されたものを並べて表示する｡

まず地域間交易係数行列 Tを定義しよう｡

地域間交易係数 t.'Sは,
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i:商品, Y,S:地域として以下のように定義される.

･② tI･,8-滴 品0)-I.r-i,{iiSnJlnQ)禁whniLrwO)rh聖Ehi墓 の移入)i商品のS地域の地域内総需要

ただし,tl･SS=1-∑,i,rs,∑ rはr≠Sの範開

この (tzrs)を対角要素とする行列の形に展開したものが地域間交易係数行

列 Tである｡

2商品,2地域の場合を例示すると,

@ T-

tl11 0 :tl1 2 0

0才211 : 0 J212

t121

‖
0

1

2

:

～

H

o
0 J221:0 J222

となる｡

投入係数行列Aも地域間モデルの場合,次のように地域内の投入係数行列

が対角小行列に並び,非対角部分はゼロとした形になる｡

A=

all'1' a12̀1㌦00

a21'" a22'l'; 0 0

0 0:all(2) aL2(2)

0 0:a21(2) a22(2)

a z･J･S,-#

S:地域

生産額ベクトル,地域内最終需要ベクトル,輸出ベクトルも同様である｡

X =

Xltl)

x2(1)

Xl(2)

x2(2)

y =

Y l(I)

1'2H-

Yl(2)

Y2(2)

E=

El(I)

E 2(I)

E l(2)

E 2(2)

したがって,需給均衡式①は,部門数×地域数の連立方程式になる｡
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(2) 地域間交易係kについて

ここで地域間産業連関分析の中で重要な役割を果たす地域間交易係数につい

て簡単に解説しておく｡

先に示したように地域間交易係数 tt,rs)は②式で定義される｡即ち,S地

域で需要されるi商品のうちr地域から移入されている割合である｡S-Yの

場合,即ち(蚤式で示される行列 Tの対角要素は,他地域からの移入でない部

分である.これに輸入係数の補数,即ち,(1-mi(S))を乗じたものがS地域で

必要となる生産水準を表す｡

この地域間交易係数を介して経済波及効果が地域相互間に波及していく｡こ

の意味で通常の産業連関分析におけるアクティビティ(1)相互間の波及効果に

加えて,地域間の波及効果も併せて計測される点が ｢地域間｣産業連関分析の

特徴である｡

例えば,北海道に公共投資 (正確には ｢国内総固定資本形成 (公的)｣)が追

加された場合,その影響が沖縄県へ及ぶ効果を,少なくとも理論的には,把握

することができる｡

(3) 分析モデル

以上の地域間産業連関モデルに関する基本的な前提を踏まえたうえで,本稿

で使用するモデルを提示しよう｡

モデルは,地域間モデルと,その結果を受けての県別モデル (及びその配分

モデル)との二つからなるが基本的には同じモデルである｡県別モデルでは,

県間の商品交易情報がとれないので,いわゆる ｢地域内｣モデルになる点が異

なるだけである｡また,本稿で使用するモデルは,基本的には,吉田 〔2〕の

モデルと同じである｡

1) 地域間モデル

モデルは,最終需要不変という前提のもとで,ある特定の産業部門の生産が

変動した場合,他の産業部門へ与える影響および産業合計,即ち地域経済全体

へ与える影響を求めるモデルである｡即ち,
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①式の係数行列をDとするO即ちD-(I-(I-M)TA)~1として,外生産

業部門を添字G,その他 (内生)産業部門を添字Ⅳ として,外生部門を

1-k,内生部門をk+1-nとして,行列Dを分割する.

D=
DCC : DGN

DNG : DNN

外生産業部門の生産が』XGだけ変動した場合,最終需要不変 という前提の

もとで,その他産業部門の変動AXN は,以下のようになる.(1次効果)

④ AXN--DNN-1DNGAXG

したがって,求める生産額ベクトルAX (1)は,

ベクトルAX (1)の列和Ax(1)が全産業を合計した生

産額の変動額である｡これに対応した総生産変動額』〝(1)は,

付 加 価 値 率 対 角 行 列 17を AX (1)に乗 じて,A V (1)-令AX(1)を 定 義 し,

ベクトル』Ⅴ(1)の列和として求められる｡

総生産変動額Av(1)に消費性向qを乗じれば,消費の変動額Acが求めら

れる｡なお,消費性向 符としてはいくつかの指標が考えられるが,本稿では

総生産に占める消費の比率,即ち平均消費性向とした｡

⑨ Ac-qAv(1)

この消費の変動Acによる経済全般への影響は,2次効果と呼ばれ以下のよ

うに求められる｡2次効果の生産額変動分をAX (2),総生産変動分をAV(2)

とし,単位民間消費ベクトルをCuとすれば,

⑥ AX (2)-(I-(I-め)TA)-l(I一血)TCAc

⑦ 』Ⅴ(2)-∇』Ⅹ (2)

総合効果(2)は,

@ AX -AX (1)+AX (2)
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⑨ dV-』Ⅴ(1)十dy(2)として求められる｡

生産額変動額合計,総生産変動額合計はそれぞれベクトルAX,AVの列和

をとることにより求められる｡

このモデルは (1)に示したように地域間モデルであるので,各地域 ･各産

業がそれぞれ別々のアクティビティとなる｡したがって,特定の地域の特定の

産業のみを外生することができるし,全ての地域のある産業を一律に外生する

こともできる｡

2) 県別モデルと地域間モデルとの統合

県別モデルの構造も上に示した地域間モデルと基本的には同一であるが,以

下の2点のみ異なるo

･輸入係数 (ml)に移入も含む

･輸出 tel) に移出も含む

県別モデルは,地域間モデルの結果を受けて同一アクティビティを外生した

｢地域内｣モデルとして組み立てる｡

すべての県について県別モデルを独立に計算し,その結果を地域間モデルの

結果をベンチマークとして,地域別に合計調整を行うo この結果が求める県別

の解になる｡なお,詳しくは3(3)で分析結果とともに示す｡

(4)使用 したデータ

ここでは,本稿の分析に使用した産業連関データを簡単に紹介する｡

地域表は,政府 11省庁共同で5年ごとに作成される最も基本になる産業連

関表 (以下 ｢基本表｣あるいは ｢国の基本表｣という)を受けて,従来から通

商産業省が全国を9地域に分割 (地域分割は地方通商産業局の所管地域分割に

基づく)して作成している｡基本表の公表に遅れること約 1年で公表している｡

部門分類は,基本表と同一であり,各地域をすべて合計すれば,基本表の数値

に一致する(3)｡

部門分類は,基本表と同一であるので,かなり細かい分類を設定することが

可能である｡しかし,地域分割は9地域以下には分割できない｡各地域と対応
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第 1表 地域分割と対応する都道府県

地域名 地域に属する都道府県

北海道 北海道

東 北 青森,岩手,宮城,秋田,山形,福島

関 東 新潟,茨城,栃木,群馬,千葉,埼玉,東京,神奈川,山梨,長野,静岡

中 部 富山,石川,岐阜,愛知,三重

近 畿 福井,滋賀,京都,大阪,兵庫,奈良,和歌山

中 国 鳥取,島根,岡山,広島,山口

四 国 徳島,香川,愛媛,高知

九 州 福岡,佐賀,長崎,熊本,大分,宮崎,鹿児島

する県は第 1表の通 りである｡関東,中部,近畿の3地域は通常の農業統計の

地域分割 とはかなり異なるので注意が必要である｡

本稿の分析では,国の基本表の統合大分類 (32部門分類)に従い,基本表

から統合 した｡しかし,農業部門を分離するため,統合大分類の ｢農林水産

業｣を農業,林業,水産業に分割 した｡この結果,部門は34部門 となった｡

地域分割は上に示した9地域であるので,(9式の基本モデルは,306本 (-

9×34)の連立方程式になる｡

一方,県表は各地方自治体が独自に作成 しているという事情 もあって,部門

分頬は揃っていない｡国の基本表では,いくつか基本的な統合分類を提示して

いるが,それらのどれ とも整合が とれていない県もい くつかある｡大平 ･吉

田 ･中川 〔3〕において,国の基本表の統合大分類 (32部門分類)に各県表

の分類を整合させたデータベース (県統合表)を作成 し,すべての県に共通し

た分頬に基づく分析をおこなったO本稿で用いる県表データもこれとまったく

同一である｡ただし,統合大分類では ｢農業｣は,｢農林水産業｣ として林業,

水産業とともに統合されている｡このため,本稿で行う,県別モデルと地域間

モデルとの統合による分析は,この間のつなぎの部分に一部推定が入ることに

なる｡
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注(1)わが国の産業連関表は,商品×商品,即ち行は商品の産出構成,列は商品生産のた

めの投入構成として作成されている｡この意味で産業×産業の表ではない｡本稿では,

商品生産活動という意味で ｢アクティビティ｣という用語を使用する｡アクティビテ

ィと産業の相違については,例えば,総務庁 〔7〕を参照｡

(2) 2次効果は,さらに3次以降の効果につながり,それらを累積したものは一定の値

に収束する｡この点については吉田 〔2〕参照｡しかし本稿では,2次効果までに留

めた｡

(3)厳密に言うと,生産額は一致しない｡理由は,主として製造業の部品･半製品にあ

る｡即ち,基本表では生産額に計ヒされない部品･半製品について,地域表では生産

額に計上される場合があるからである｡これは,部品･半製品の生産事業所と最終製

品の生産事業所とが別の地域に立地している場合に起こり得るCしかし,総生産はも

ちろん一致する｡

3. 分析結果

(1) 農産物 と食料品の地域間交易の状況

具体的な分析に入る前に,地域表から得 られる商品の地域間交易の状況を確

認 しておこう｡第 2表は農業 (即ち農産物)の,第 3表は食料品の地域間交易

の状況を示 した ものである｡上段 は実額,中段 は生産額の地域別産出構成比

(即ち横の構成比),下段 は地域内需要の産地地域別構成比 (縦の構成比)で

あるDなお,農業は農業サービスを含む広義の農業,食料品にも飼料,有機質

肥料が含 まれている｡

商品は,財貨 (即ち ｢モノ｣)とサー ビスか らなるが,地域間交易の対象 と

なる商品は,一部の例外を除 き財貨である.農産物 も食料品 も財貨であるから,

当然生産地 と消費地 とは異なる場合が多 く,生産量のかな りの部分は地域間を

移動する｡ また,消費 される商品にも他地域で生産 された商品が相当部分含 ま

れる｡

逆にサー ビス商品に関する地域間交易表は,対角要素以外はほとん どゼロと

なる｡

1) 農産物の場合,3大都市圏を含む関東,中部,近畿地域へかな りの割合
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で販売されているが,北海道,東北は関東が中心,西日本は近畿が中心となっ

ている｡しかし生産額の5割から7割程度は自地域の需要向けであることがわ

かる｡概して東日本では自地域向け需要は少なく,西日本で大きいということ

は言えるであろう｡

逆に各地域内需要は,関東,中部,近畿で自地域産の割合が低 く,その他の

地域では自地域産の割合が高くなる｡例外は沖縄である｡また地域内需要に占

める輸入品の割合は,関東から九州までの地域で,10%を超える｡特に,関

東,中部,近畿ではその割合が高い｡

2) 食料品では,全国生産額の35%を関東が占めるため,関東以外は自地

域内需要に占める自地域産の割合は小さい｡農産物の場合に比して,より地域

間交易の割合が大きいということは言えるであろう｡また地域内需要に占める

輸入品の割合は,農産物より地域間の差は小さい｡

以上のように,農産物,食料品についてはそれぞれ生産量の相当部分が他地

域で需要されている｡したがってある地域のある産業の需要が変化すれば,也

域間交易を通じて,その影響が他の地域の他の産業の生産へ波及するであろう

ことは,容易に想像がつく｡以下この点を実証分析によって確認してみよう｡

(2) 農業生産変動の地域経済への影響

農業生産を一定額変動させた場合,地域内の他の産業への影響と同時に他地

域の産業にも影響を与える｡この影響の程度は,2節で提示したモデルに基づ

き以下の二つの方法によって計測する｡

第 1は変動額の大きさの比較,第2は各地域の生産額合計に対する比率であ

る｡

具体的には,2節⑧式のAXの成分を地域別に合計したものが変動させた

各地域の農業生産額の何倍になるか,によって計測する｡即ち,波及倍率の計

測によるものが第 1の方法である｡

もう1つの方法は,⑧式のAXの成分合計が各地域の生産額ベクトルX の

成分合計の何割程度になるかによって計測する｡これは,変動額 AXが小さ
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第 2表 農産物の

1) 実額 (百万円)

北海道 東北 関東 中部 近畿

北海道 921859 39083 291333 91894 131614

東 北 77893 968506 635381 94188 270229

関 東 61293 112783 2882483 235174 246107

中 部 13654 43997 133764 669333 149029

近 畿 13466 64244 58819

中 国 6164 12382 43082

四 国 7976 28125 68895

九 州 34468 83238 247171

沖 縄 1581 2453 9905

輸 入 105377 126813 633694

36530 702408

9021 105688

37517 114870

120560 271680

4405 8232

283248 353870

地域内需要 1243731 1481624 5004527 1581870 2353727

2) 生産額の需要先別構成比 (%)

北海道 東北

北海道 57.1 2.4

東 北 3.6 44.5

関 東 1.6 3.0

中 部 1.3 4.1

近 畿 1.4 6.7

中 国 0.8 1.7

四 国 1.2 4.2

九 州 1.5 3.6

沖 縄 1.4 2.2

輸 入 5.5 6.6

地域内需要 8.1 9.6

3) 地域内需要の産地別構成比 (%)

北海道 東北

北海道 74.1 2.6

東 北 6.3 65.4

関 東 4.9 7.6

中 部 1.1 3.0

近 畿 1.1 4.3

中 国 0.5 0.8

四 国 0.6 1.9

九 州 2.8 5.6

沖 縄 0.1 0.2

輸 入 8.5 8.6

地域内需要 100.0 100.0
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地域間交易
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第 3表 食料品

1) 実額 (百万円)

北海道 東北 関東

北海道 1352083 151142 717216

東 北 119323 1880628 1187811

関 東 355568 629799 10395619

中 部 61210 134487 785916

近 畿 84048 118132 855416

中 国 26308 35279 327365

四 国 10945 19808 200819

九 州 33197 38902 597230

沖 縄 829 621 32103

輸 入 253033 303340 1806365

地域内需要 2296544 3312138 16905860

2) 生産額の需要先別構成比 (
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3) 地域内需要の産地別構成比 (%)
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北海道 58.9 4.6
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地域間交易
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くとも地域の生産額がもともと大きくない場合には,比率にすれば大きくなる

など地域経済への影響は大きくなるからである｡ただし実際の表示は⑨式の

』V,即ち総生産 (付加価値)の変動で表示する｡地域の総生産の合計は国内

総生産 (GDP)に等しい｡この意味で総生産表示の方が分か り易いと考える

からである｡

第 1の方法による結果は第4表にまとめてある｡第4表の各行はそれぞれの

地域の農業生産額 1単位 (例えば1億円)の変動が,産業相互間地域間の波及

を通じて各地域の全産業の生産額合計をどの程度変動させるかを示す波及倍率

を示してある｡例えば,北海道の農業生産を1億円変動させると,北海道の全

産業生産額を1.702億円変動させるのをはじめ,関東の生産額を0.330億円,

近畿の生産額を0.099億円,それぞれ変動させる｡各地域の変動を合計した全

国では,2.355億円変動させる｡即ち,ある地域の農業生産の変動が各地域の

全産業の生産 (即ち地域経済)へどの程度影響を及ぼすか,という指標である｡

当然生産額を変動させた (即ち外生した)農業部門を含む自地域の生産への

影響 (第4表の対角要素)が大きくなる｡しかしその大きさは地域によってか

なりバラツキがある｡農業生産資材産業等製造業の事業所が多くを立地する関

東が大きくなるのは当然であるが,北海道,九州,沖縄などでもかなり大きく

なる｡これは,諸材料の輸送に伴う運輸業への波及が大きいこと,言い換える

第 4表 各地域の農業生産1単位の変動が全産業生産額変動へ与える影響
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と北海道,九州,沖縄では資材 ･製品の輸送コストが高いことの反映である｡

実際,ここには表示しないが,産業別生産額の内訳をみると,これら地域の運

輸業への波及は大きくなっている｡

また,関東地域は,全国の産業のかなり部分が立地するから,他地域の農業

生産変動の影響を最も大きく受ける｡即ち第4表の関東の列は,他地域に比し

て数値が最も大きくなっている｡逆に,沖縄は他地域の生産の影響が最も少な

い地域である｡これは他地域へ移出される製品の生産が少ないことの反映であ

る｡このように多くの産業が立地する大都市圏は,他地域の生産変動の影響を

受ける割合が大きいことがわかる｡

次に,ある地域の農業生産を変動させた場合,各地域の地域総生産 (地域の

付加価値合計,即ち地域GDP)がどの位影響を受けるか,その割合を見てみ

よう｡

第 5表は,各地域の農業生産を10%変動させた場合,地域総生産が何%変

動するかを示したものである｡

自地域分の総生産変動が大きくなることは当然であるが,地域によって差は

かなり大きい｡北海道,東北が大きく,中部,近畿は小さい｡この比率は変動

させた農業の総生産の占める比率が大きいから,農業の地域経済に占める割合

第 5表 各地域 の農業生 産 をそれ ぞれ 10%変動 させ た場 合 の地域 総 生 産 変動 率
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の差を基本的には反映している｡しかし,他の産業の立地状況,経済の規模の

差などにも大きく依存する｡

第5表の最下段の全国値は,各地域の農業生産を同時に10%変動させた場

合の各地域の総生産変動率を示したものである｡北海道が最も大きく1%を超

え,次いで東北,九州,四国の帳になる｡これは地域経済に占める農業生産の

大きさを表す指標の一つと考えられようO

次にこの結果を県別に配分することを考えよう｡

(3) 県経済へ与える影響の分析 (県別モデル)

ここで使用する県表データベースは,大平 ･吉田 ･中川 〔3〕で提示したも

のと同じであり,部門分頬は ｢統合大分類｣に沿った32部門分類であるO地

域間モデルで使用した分類 (34部門分類)との相違は,県表が ｢農林水産業｣

として統合されているのに対して,地域間表では,農業,林業,水産業に分割

されている点だけである｡そこで以下のステップにより,地域間モデルの結果

を使って県別モデルの結果を求める｡

1) 地域間モデルの解 (34部門)を32部門へ統合する｡即ち,農業,柿

業,水産業の解を農林水産業として統合する｡

2) 平成2年の県別農業生産額を,県表から求めその10%分が県蓑の農

林水産業生産額に占める割合を求める.これをrh%としよう｡

3) 各県別に2で示したモデルをそれぞれ単独に解 く｡ただし外生する部

門は農林水産業とし,変動させる割合は,10%ではなく,2)で求めた

rh% である.

4) 3)で求めた解を,第 1表に示した地域区分にしたがって,地域別に合

計するOこの合計値は1)で求めた地域別の解と一致しない｡そこで,

1)で求められた地域別の解をベンチマークとして,合計調整する｡こ

れが県別モデルの解となる｡
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以上の方法によって求められた解を全県合計すれば,地域間モデルの解と完

全に整合する｡即ち3)で求められる解は,地域間交易を考慮していない ｢地

域内｣モデルの解であるが,合計値を地域間モデルの結果に等しくなるように

制約をかけているため,各県別の結果は地域間交易を考慮したものと考えて良

いであろう｡

もちろんこの方法は一種の便法であるOしかし県間交易表を持った県別産業

連関表が無い現状では,許容可能な便法と思われる(1)0

第5表に示されたすべての地域の農業生産を10%変動させた場合の地域総

生産への影響を,県別モデルを使って県総生産への影響を求めたものが,第6

表である｡第6表では,左側に総生産変動率の大きい順に,右側に総生産変動

額の大きい順に県を並べてある｡

なお,地域表と県表が 1対 1に対応する北海道と沖縄は,県別モデルの解は

地域間モデルに一致する(2)0

県総生産の変動率が最も大きい県は,宮崎で1.5%,次いで鹿児島の1.2%

となり,1%を超える県が10県になる｡一方低い県は,東京,大阪,神奈川

でいずれも0.1%未満の影響しか出ない｡総生産変動率の全国平均は第5表に

示されるように0.388%である｡この全国値を下回る (影響が全国平均より小

さい)県は,山口以下の14県しかない｡即ち,47都道府県のうち残 りの33

の遣県では,農業生産変動の影響は,全国平均より大きい,ということになる｡

したがって,農業生産の地域経済における役割が全国平均より大きい県が約3

分の2を占めるということになる｡

総生産変動率は,県総生産の大きさによって大きく左右される｡そこで総生

産変動額の大きい順に並べてみたものが第6表の右欄である｡北海道が非常に

大きく,2位にランクされる千葉の約2倍になる｡変動額でみた順位は比率に

よる場合とかなり異なる｡千葉,愛知等比率では中～下位にランクされる県が

変動額では上位に並ぶ｡特に愛知は,比率では下から5番目であるが,変動額

では5位になる｡これは愛知の県内総生産が大きいことによるものである｡島

根のように逆の場合もある｡各県の産業構造と経済規模の相違によるもので,
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第6表 農業生産を10%変動させた場合の県総生産変動率と変動額

(変動率の高い噸及び変動額の大きい噸)

県 名 変動率 (%) 県 名 変動額 (百万円)

1 宮崎 1.537 1 北海道 169240
2 鹿児島 1.239 2 千葉 88064
3 新潟 1.183 3 新潟 85035
4 秋田 1.161 4 茨城 80681
5 熊本 1.131 5 愛知 62401
6 青森 1.123 6 鹿児島 52759
7 山形 1.113 7 熊本 52666
8 和歌山 1.056 8 静岡 52149
9 岩手 1.054 9 長野 49571
10 北海道 1.016 10 栃木 46525
11 佐賀 0.982 11 群馬 45709
12 高知 0.912 12 兵庫 44918
13 鳥取 0.907 13 埼玉 44752
14 茨城 0.860 14 宮崎 41043
15 徳島 0.856 15 青森 40039
16 山梨 0.806 16 岩手 38871
17 長野 0,749 17 福島 38838
18 群馬 0,701 18 山形 38697
19 栃木 0.698 19 宮城 36604
20 島根 0.647 20 福岡 36548
21 大分 0.621 21 秋 附 35781
22 千葉 0_562 22 和歌山 33806
23 長崎 0ー554 23 岡山 25241
24 福島 0.551 24 岐阜 22286
25 愛媛 0.511 25 愛媛 21870
26 宮城 0.511 26 大分 21711
27 福井 0.508 27 長崎 21239
28 沖縄 OA77 28 佐賀 20986
29 富山 0.461 29 r広島 20668
30 静岡 0.420 30 三三垂 20597
31 fjlII 0.403 31 京都 20485
32 奈良 0.402 32 山梨 19782

33 香川 0.389 33 徳島 19741

34山lJ 0.386 34山L] 19620
35 岡山 0.373 35 神奈川 18929
36 岐阜 0_345 36 高知 18748
37 滋賀 0.337 37 富llJ 18445
38 三重 0.330 38 滋賀 16892
39 埼 七 0.273 39 鳥取 16067
40 福岡 0-259 40 福井 15968
41 兵俸 0.249 41 石川 15573
42 京都 0.246 42 大阪 14022
43 愛知 0.204 43 島根 12950
44 広島 0.199 44 奈良 12421
45 神奈川 0.072 45 香川 12384
46 大阪 0.041 46 沖縄 12101
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かなり興味深い点である｡

以上の指標は,県経済に占める農業の大 きさとともに,生産資材調達を中心

とした関連産業の自県内完結の程度によって大 きく異なって くる｡地域間モデ

ルでは関連産業まで含めた自県内完結の程度を求めることは可能である｡しか

し,県別モデルでは県間交易表がないためこの点を解明することはできない｡

荏(1)地域間モデルの結果を,地域に属する県の産業別生産額構成比で配分するという最

も単純素朴な方法もある｡しかしこの方法によれば,同一地域に属する県はすべての

産業について同一比率で変動することになる｡例えば同じ関東地域に属する東京と新

潟の農業生産が同一比率で変動するということになるOこうした解は現実的ではない

であろう｡

(2) 北海道については,北海道表が北海道開発局によって作成されているため,通商産

業省が作成している地域表と数値は異なる｡しかし沖縄県表は,地域表の沖縄地域分

をもって沖縄県表としているため,数値も完全に一致する｡

4. おわりに

本稿では,地域間産業連関モデルと県別モデルの組み合わせによって,農業

生産の地域経済における下支え効果を確認 した｡ しかし分析結果は簡単なもの

でデータも古いことでもあり,参考程度のものである｡むしろ本稿は,地域間

産業連関モデルと県別モデルを結合 した新 しい地域産業連関分析の方法を提示

することを意図したものである｡

また本稿では,農業全体を変動 させたモデル として組み立てたが,地域表が

基本表 と同じ基本分類をもっているので,農業の中の特定部門 (その部門が基

本表で独立 していることが前提であるが)を外生 して,地域経済 ･県経済 との

係わ りを分析することも可能である｡その場合には,分析対象郡門数が増える

ことになるので,計算機の能力が追いつ くか どうかが問題になる｡ しかし筆者

がい くつか試みた範囲では,地域別の部門数を100部門程度に設定しても特段

の問題は起 こらなかった｡
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本稿で分析した平成 2年という年は約 10年前であり,当時はいわゆる ｢バ

ブル経済｣のピークに近い年でもあった｡現在の経済状況 とはかなり異なって

いる｡平成2年以降,バブル経済の崩壊によって景気が低迷し,その状態が現

在に至るまで続いている｡しかし,その結果国民経済に占める農業のウエイ ト

が高まったかというとそうではない｡特に為替レー トの円高傾向を背景に農産

物の輸入が増大し,需給緩和から農産物価格は概して下落している｡現在明ら

かになっている ｢平成 7年産業連関表 (速報)｣によれば,国内総生産に占め

る農業の比率は,1.4%であって,平成2年の1.8%に比べさらに低下した｡

しかしながら,地域経済に目を向ければ,地域によっては農業は重要な産業

であり,その地域の総生産に占める農業のウエイ トは,国民経済のそれに比べ

高い地域が多いはずである｡本稿ではこうした地域経済の中での農業の役割を

確認するため,筆者がこれまで分析 ･開発してきた産業連関モデルの最新の成

果を提示しようとしたものである｡即ちこれまでの地域内完結型のモデルから

地域間モデルへと発展させ,大平,中川氏とともに整備してきた県産業連関表

のデータベースへ連結することによって,県経済単独の分析でなく他地域との

商品の交易関係を考慮に入れたモデルとしたものである｡

さらに,この県別の結果をさらに市町村単位でのマクロ計量分析へ発展させ

ることも考えられる｡こうした方法についても筆者らは,｢市町村民経済計算｣

を利用した一応の回答を用意している｡(大平 ･吉田 ･中川 〔6〕)

また,これとは別に市町村経済を社会会計マトリックス (SocialAcounts

Matrix,略称 sAM)によって分析する方法も試みられており,いくつかの成

果もある｡

今後本稿で提示した産業連関分析の小地域への展開 (最近の成果は例えば北

海道開発局 〔8〕)と産業連関表を拡張した社会会計マ トリックスによる方法

(例えば小倉 ･山本 〔9〕)とが相互に補完しあうことによって,市町村のマ

クロ経済の分析が数多く行われるようになっていくことが期待される0

その中で,市町村経済と農業の関係についてもより詳しく解明されていくこ

とになろう｡この結果わが国経済における農村の果たす役割についてち,より
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有効な計量経済分析結果が得られてくるものと思われる｡本稿は,そうした方

向への分析の方法の一部を紹介したものである｡

最後に,本稿で示した分析結果には,地域別産業別の詳細な結果は提示して

いない｡これは先に示したように詳細な分析をするにはデータが少し古いとい

うことも理由の一つである｡現在は,平成 11年であるから,近々公表される

｢平成 7年産業連関表 (確報)｣にしても,4年前のデータということになる｡

今後公表が予定される平成 7年の地域表や県表は,公表時点で既に5-6年古

くなってしまう｡最近のような経済情勢の変化が激しい時代にあっては,産業

連関分析の一番の間蔑点はこの点にあるかもしれない｡

通商産業省や一部の地方自治体では,こうした欠点を少しでも解消するため,

｢延長表｣を作成,公表している｡また,北海道のように県と比較するには大

きすぎる地域にあっては,道内を4地域に分割した延長地域間表を作成してい

る｡(北海道開発局 〔8〕)しかし,地域表の延長表は作成されていないし,ま

してはすべての都道府県について同一年次の延長表が揃うということは望むべ

くもない｡特に県表は,地方自治体が独自に作成しているため,推計精度が必

ずしも揃っていない｡一部の県表には,明らかな概念上の誤 りと思われる箇所

もないわけではない｡各県が毎年作成している ｢県民経済計算｣も同様である

が,県や地域に踏み込んだ分析を行う場合,部門分類や推計精度の不揃いは,

分析担当者には困りものである｡また,この種のマクロ加工統計には多 くの推

計上のノウハウがある｡地方分権の考え方には逆行するが,すべての県表を県

間交易情報を入れて,延長表まで含めた形で,国が直接作成するという考え方

もあるかもしれない｡さもないと,本稿で示したような国の基本表,地域衷,

県表をリンクした分析は,いつまでも一部研究者の研究成果としてしか提供さ

れないことになる｡特に農業 ･農村を対象とした地域に踏み込んだ分析のため

には,国,地域,県,市町村のマクロ経済指標を整合的に扱う必要があるから

である｡
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〔要 旨〕

地域間産業連関モデルと県別モデル

による農業生産の波及効果の計測

吉 田 泰 治

本稿では， 平成2年地域産業連関表に基づいて全国を9地域に分割した「地域間産

業連関モデル」と都道府県産業連関表によるモデル（県別モデル）を統合したモデル

を提示する。

このモデルによって， これまで地域単独あるいは県単独で扱われることの多かった

地域産業連関分析が， 地域間の商品交易情報を考慮した， 地域間相互の経済波及効果

を組み込んだモデルとなる。 また， 県別モデルと結合することによって， 地域間モデ

ルの結果を県別結果に展開することが可能になる。

本稿ではモデルの構造を提示するとともに， このモデルを用いて農業生産の地域経

済および県経済の下支え効果を計数的に求めた。 具体的には， 各地域の農業生産をそ

れぞれ10%変動させた場合の各地域へ与える波及効果， 及び県経済への影響を求め

た。

主な結果は， 次の通りである。

1. 各地域の農業生産を10%変動させた結果を， 生産額の波及倍率によってみると

当然自地域への影響が最も大きくなる。 しかし関東地域は生産資材産業をはじめ多

くの産業が立地しているから， 他地域の農業生産変動の影響を最も大きく受ける。：

2. 生産変動の影響を各地域の総生産でみると， 地域によって差が大きい。 北海道，

東北で大きく， 中部， 近畿で小さい。 この比率は， 各地域に占める農業のウエイト

に加え， 資材産業等他の産業の立地状況， 経済全体の規模によっても異なってくる。

3. 全地域の農業生産を同時に10%変動させた地域間モデルの解を県別モデルヘ展

開した結果を県内総生産の変動比率でみると， 全国平均より小さい県は47都道府

県中14県しかない。 この結果残りの3分の2の県で， 農業生産の県経済に占める

位置が全国平均より高いことが確認された。
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